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概要 本稿ではWHOが2002年 に提示したアクティブ・エイジングという考えに基づき,今

後の高齢社会の検討事項を指摘する。さらに,近 年の高齢者世帯における世帯間に見られる

サービス消費行動の違いについて,主 に 「家計調査年報」および 「全国消費実態調査」の統

計データを使った分析を試みる。
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1.は じ め に

本稿の 目的 は,近 年の高齢化の特徴 と して,都 市部の高齢者問題,そ れ に伴 う高齢夫婦

世帯 と高齢単身世帯の増加 に焦点 を当てて,高 齢者世帯の属性間 に見 られ るサー ビス消費

の 中で も,余 暇活動 に関連す る費 目につ いて,そ の支 出構造の違 いを見 出す ことにある。

2007年 を境 に高齢者を テー マと した研究成果が急速 に増加,蓄 積 されて いる。それ は研

究分野や アプローチ方法の違 いか ら,次 の3つ パ ターンに集約 され るだ ろう。 まず,(1)高

齢 化社会 およびライフスタイルを追求 した研究 および調査,(2)高 齢 者市場のマーケ ティン

グ戦略 を扱 った研究 および調査,そ して(3)高 齢 者の所得,消 費,雇 用,福 祉を テーマ と

した経済学的 アプローチの研究 および調査で ある。 この うち,高 齢者の ライフスタイル と

マーケティ ング戦略 は,シ ルバー マー ケ ッ トと して,高 齢者のなかで も,と りわ け 「アク

ティブ ・シニ ア」 に焦点を 当て たものが多 く,こ れ に対 して,経 済学的 アプロー チによる

研究で は,高 齢者問題が格差問題,年 金,医 療,社 会保障な ど社会政策や福祉政策 に置 き

換え られて いるケ ースが多 い。 これ ら3つ の カテゴ リーによって,主 だ った既存研究を以

下 に整理す る。

① 高齢化社会 およびライフスタイルを テーマに したもの……染谷(2010),ニ ッセ イ基

礎研究所(2007),上 野(2009)お よ び(2007),JohnCampbell,RuthCampbell,

秋 山(2006),小 田(2004),WHO(2002)な ど

② 高齢者市場 のマ ーケテ ィングをテーマ に した もの……高嶋 ・福 岡(2008),博 報 堂

エル ダー ビジネ ス推進室編(2006),電 通 シニアプ ロジェク ト編(2007),和 田(2002)

な ど

③ 高齢 者 の所 得,消 費,雇 用,福 祉 を テー マ と した もの…… 清家 編(2009),石 川

(2007),斎 藤 ・藤野 ・松浦 ・南(2007),関 沢(2004),馬 場(2002)な ど

これ らの既存研究の結果 を踏 まえつつ,本 稿で は新 しい高齢者像を定義 し,そ れ に従 っ

た形で今後の高齢化問題の対策の キーワー ドと して 「つなが り(関 与)」 を提示 している。

高齢者の 日常生活 は,決 して金銭的 に余裕が あるわ けで はな く,高 齢者の ライフスタイル

を生活重視か,も しくは余暇重視の2つ に区別す るとすれ ば,高 齢者世帯の多 くは生活重

視 の部 類 に当ては まる ことが所得 およ び消費 に関す る統 計 データか ら明 らか とな って い

る。『家計 調査』2009年 版 のデータ によれ ば財 ・サー ビス別 の消費支 出割合 は,高 齢 夫婦

世帯(夫65歳 以 上 ・妻60歳 以上)で は,衣 食住への 出費 は44%,教 養 娯楽 は約12%,同 様
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にして65歳 以上の男性単身世帯では,衣 食住が約58%,教 養娯楽が約17%,65歳 以上の女

性単身世帯では衣食住が約58%,教 養娯楽が約14%と いう結果となっている。そのような

中でごく一部の富裕層をターゲットとしたシルバー ビジネスが強調されすぎるきらいがあ

る。年金収入に依存 した高齢者の生活においては,衣 食住の生命維持に関するお金は賄え

るが,問 題は遊ぶお金の工面である。こうした点か らみれば,本 来,選 択性の高いサービ

ス消費は,高 齢者にとっては支出が制約されるものにな らざるを得ない。 しか し,高 齢者

のサービス消費は,こ れからの社会 とのつなが りを重要視する 「アクティブ ・エイジン

グ」を実現 していくうえで,こ れ らの世代における支出意欲は高いものと考えられ,支 出

制約があるものの,限 られた範囲内で必要不可欠な消費活動になっていくことが予想され

る。高齢者の多様性はすでにはじまっており,高 齢者世帯間でもサービス活動に違いが出

てきていることが予測される。

以下,本 稿の構成は次のとお りである。まず,2.で は新 しい高齢者像と高齢化問題の焦

点が時代とともに変わってきていることを示す。そのうえで,最 近のデータを用いて,高

齢者がどこに,誰 と,ど んな居住形態で生活を送っているのかという点から高齢者のライ

フスタイルについて検討を進める。その後,3.で はサービス消費活動を ①観光 ・娯楽 レ

ジャー,② 教養趣味活動,③ 運輸 ・通信サー ビス利用の3つ のカテゴリーに分けて,高 齢

者世帯の属性間の支出構造の違いを明 らかにする。

2.高 齢者世帯 におけるライフスタイルの検討課題

現在起きている少子 ・高齢化の波は,高 齢者自身のエイジング(年 の取 り方)そ のもの

を見直 していく必要性を示唆するとともに,経 済 ・政治 ・社会 ・文化の様々な領域で高齢

者の存在を明確に定義 し,適 切な政策,措 置を講 じ,高 齢者を基本としたシステムとルー

ルを構築 していかなればな らないことを意味 している(1)。

ここでは高齢社会,お よび高齢者世帯を対象とした既存研究の検討,そ して高齢者に関

する統計データや調査結果などをサーベイする。これ らの分析結果から,高 齢者世帯のラ

イフスタイルを明 らかにしていく上で,取 り上げられるべきいくつかの検討課題を整理す

ることにしたい。

(1)小 田(2004)p6.

一197(197)一



第57巻 第1号

(1)新 しい高齢者像 と高齢化問題の変容

我が国の高齢社会が ある時期を境 に して,い か に急速 に進んで いるか につ いて,以 下の

図1で みて い くことにす る。図1は 戦後 日本 における老年人 口指数 と老年化指数の推移を

示 したもので ある。老年人 口指数 とは,老 年人 口(こ こで は65歳 以上)を 生産年齢人 口で

除 したもので ある。 この数値が高 くなれ ばな るほど生産年齢人 口と比べて,老 年人 口が増

加 して いることを表 して いる。 これ に対 して,老 年化指数 は老年人 口を年少人 口(0歳 ～

14歳 までの人 口)で 除 したもので,こ ち らもこの数値が高 くな るほど高齢化が進行 して い

ることを示す もので ある。

図1に よると,老 年化指数 は戦後か ら高度成長期を過 ぎるあた りまで は,緩 やかな傾斜

で あ ったが,1980年 の13.5か ら急速 に数 値が高 くな っていて,2005年 に は30.5と な って い

る。 同様 に して,老 年人 口指数 において も1980年 以 降の急速な上昇が確認 され,1980年 の

38.7か ら2005年 に は146.5と 約4倍 にな ってい る。
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(資 料)平 成17年 版 「国 勢 調 査 』 よ り筆 者 作 成

図1戦 後 日本 に お ける 老 年 化 指 数 と老 年 化 人 ロの 推 移

そして2007年 以降になると,団 塊世代の定年退職が始まることによって,高 齢者概念な

らびに高齢化に伴 う問題が大きく変化を遂げるようにな ってきた。定年退職後の高齢者

は,肉 体的衰えとともに健康状態も悪 くなり,余 生を送るというイメージが中心であった。

そのため,高 齢者に伴う問題は,年 金 ・医療 ・介護問題に集中し,高 齢者の社会的負担の

増加に対する保護が政策の柱となった。 しか しなが ら,近 年の高齢者は定年退職後も,健

一198(198)一



アクティブ・エイジングと高齢者世帯のサービス消費(竹 田)

康であるとともに,引 き続きその健康を維持するために退職後も続けて働 くことを希望す

るようになってきている。高齢者が働 く理由は健康維持のためだけではな く,そ もそも失

業状態にあるたあ,生 活維持のために働かな くてはならない人が全体の25%い るととも

に,自 らの知識や技能を活か したい,社 会との関わ りを持ちたいという理由から働 くこと

を求める場合もある。ただ,健 康維持を理由に就労機会を求める傾向は,加 齢とともに強

くなっている(2)。例えば,定 年退職 して間もない60歳 ～64歳 の男性の場合,約2割 の人が

健康維持のために就労機会を求めているのに対 して,65歳 以上になると約4割 の人が健康

維持のために働いている(3)。定年退職後 も健康状態を維持する高齢者の増加は,高 齢化に

伴う問題 も変えていくことになる。そのキーワー ドとなるのは,「 アクティブ ・エイジン

グ」もしくは 「プロダクティブ ・エイジング」と呼ばれるものである。

アクティブ ・エイジングでは,高 齢者の老後 ・余生を年金財源問題や社会保障費の増大

といった社会的負担として考えるのではな く,経 済的にも身体的にも精神的にも自立 し,

社会に貢献する新いい高齢者像を個人と社会の両方から求めていくことを主張している④。

こうした新 しい高齢者像の設定と高齢化問題の変容をまとめると,次 の表1の ようにな

る。

表1新 しい高齢者像と高齢化問題の特徴

高齢化に伴う問題もしくはキーワー ド高齢者像

年金財源問題,社 会保障費の増大な

どの年金 ・医療 ・介護問題

定年退職す ると健康状態が悪 くな

り,身 体的 ・経済的 ・精神的自立が

困難になる

従来の高齢化

アクティブ・エイジング

サー ドエイジ(第 二の成長)

社会との継続的関わり

健康状態が良好の高齢者
定年退職後も健康維持のために就労
機会を求める

現在の高齢化

筆者作成

表1か らわかるように,こ れか らの高齢化問題はプラス志向,高 齢期を迎えてもなおも

成長,発 達を続けるという強いプラス志向の視点で検討されている。我が国の場合は,超

高齢社会へと急速に移行するにしたがい,次 の2点 を今後の高齢化問題の前提条件として

位置付けていくことが重要になるであろう。

まず一つは,一 一口に 「高齢者」と言っても以前にも増 して多様なライフスタイルを持っ

(2)内 閣府による 『平成18年 度 高齢者の経済生活に関する調査』の都市規模別の結果によると,

生活維持のために働き続けるとしているのは大都市よりも小都市で比率が高 くなっている。

(3)染 谷(2010)p25～p26.

@)小 田(2004)p8～p9.
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た集団になっていること,も う一つは,こ うした多様性を帯びた高齢者の経済生活の様々

な課題が,地 方だけのものではな く,都 市部に居住する高齢者においても重要となってき

ていることである。 しかも,こ れ らの2つ の問題に対する高齢者を基準として捉えた社会

システム(制 度設計)や ビジネスモデルの構築がすでに先見事例はいくつか見受けられる

ものの総 じて追いついていないことが挙げられる。

前者の高齢者市場の多様性については,単 なる年齢によって何歳以上になったから高齢

者であるというような分け方で高齢者市場を捉えても,あ まりいい結果を生まないことの

ほうが多いことを意味する。先にも述べたように,年 齢を重ねるごとに肉体的な衰えはあ

るものの生命にかかわる病気にかかっているわけでもな く,医 療介護を必要としない健康

な高齢者のほうが多いのである(5)。また,後 者の都市部で高齢者世帯が増加 していること

も,新 しい高齢化問題を検討 していく上で重要となる。この点については項を改めて検討

することとしたい。

(2)高 齢 者世帯の ライ フスタイルの諸相

ここか らは高齢者 はどこに住んで いるのか,ま たは誰 と住んで いるのか,そ して高齢者

の生 活時間 は どの よ うにな ってい るのか とい った疑 問 に対 して,各 種統計 デー タを用 い

て,い まどきの高齢者の生活パ ターンにつ いて調べて い く。

① 都市部で増える高齢単身世帯と高齢夫婦世帯

近年の高齢化の特徴の一つとして,都 市部の高齢化が挙げられることを先に述べた。都

市部の高齢化の進展は,同 時に,高 齢夫婦世帯と高齢単身世帯の増加という現象を引き起

こしている。ここでは,こ の2つ の世帯について,ま ず,高 齢夫婦世帯については,2000

年か ら2005年 までの5年 間で高齢夫婦世帯,お よび高齢単身世帯の世帯数の変化を,ま た,

高齢単身世帯については,男 女別に分けて1980年 か ら2005年 までの四半世紀の間に見られ

る世帯数の変化の特徴をそれぞれ明示する。

まずは,平 成17年 版の国勢調査のデータか ら1980年か ら2005年 にかけて,男 女別高齢単

身世帯数の変化を一般世帯数の変化と比較 しなが ら,調 べてみたい。1980年 当時の世帯数

を1(1980年=1)と した場合,四 半世紀の間に一般世帯数は1.4倍になっている。これに

(5)例 え ば,内 閣府による 「平成21年 度高齢者の 日常生活に関する意識調査」で調査対象とした

3,501人 の調査対象のうち,健 康状態について 「良い」と答えた高齢者が1,855人(全 体の55%)

で あるとともに,こ れに 「普通」と答えた935人 を合わせると,全 体の約8割 が健康な高齢者 と

なるのである。
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対 して,高 齢 者世帯 では4.4倍 に世 帯数 が伸 びて お り,特 に男性85歳 以上 の単身世帯数 が

11.1倍 に,女 性85歳 以 上の単身世帯 が16.8倍 にな っている。 さらに,年 齢別 のデー タを調

べ てみ ると,こ の 四半世 紀 の間に65歳 ～69歳 まで の男 性の単身世 帯数 が5.1倍 に な ってお

り,こ れ は同世代 における女性の2.1倍 に 比べ ると大 き く上 回 ってい ると言 え る。 同様 に,

70歳 ～74歳 の男性 の単身世帯数 は4.9倍 に な ってお り,こ れ も女性 の3.3倍 を上 回 る結 果 と

な って いる。つ ま り,こ の期間 に60歳 ～74歳 まで,い わ ゆる前期高齢者の男性お ひと りさ

まによる世帯が急速 に増えて いることがわか る。 これ は男性の生存率が向上 して いること

と関係す るで あろう。図2は 厚生労働省が発表 した平成20年 の生命表上の特定年齢 まで生

存す る割合 を示 したもので ある。女性の場合,1980年 当時ですで に75歳 までの生存率が7

割 に到達 して いたの に対 して,男 性の場合 は1980年 の 時点で は,75歳 までの生存率 は6割

に満 たなか った。 それが この四半世紀の間 に上昇 し,2005年 にな って ようや く7割 に近 い

ところにまで到達 した(女 性の場合 は2005年 に は8割 強の生存率 にな って いる)。

坤=`:」 」}㍗,隔,』 柚
'.■ 巾 翠

注:1)平 成12年 まで及び平成17年 は完全生命表による。

2)昭 和45年 以前は,沖 縄県を除 く値である。

(出所)厚 生労働省 「平成20年 生命表(簡 易生命表)」

図2生 命表上の特定年齢まで生存する割合(平 成20年)

一201(201)一



第57巻 第1号

続いて,図3で は2000年 か ら2005年 までの5年 間の都道府県別にみた高齢夫婦世帯数お

よび65歳以上の高齢単身世帯の増加率をクロス集計 したものである。このデータによって

都市部の高齢化が進んでいることが裏付けられる。
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65歳 以上の高齢単身世帯の増加率(%)

(資料)総 務省 『平成17年 版 国勢調査』より筆者作成

図365歳 以上の高齢単身世帯と高齢夫婦世帯の増加率(2000年 ～2005年)

65歳 以 上 の高齢単身世帯 の増 加率の全国平均が25.4%,同 じ く高齢夫婦世帯 の増加率の

それ は20.2%で あ る。両者 ともに全国平均を超えて いるのは18都 道府県 であ り,こ の うち

3大 都市圏 に属す る都道府県が京都府を除 いてすべて含 まれて いる。その 中で も最 も世帯

数の増加率が高か った都道府県上位5位 は,1位 が 埼玉県(47.9%・43.9%),2位 が 千葉

県(40.3%・40.5%),3位 が愛知県(35.8%・33.0%),4位 が 神奈川県(35.3%・30.7%),

そ して5位 が静 岡県(34.1%・28.7%)と な って いる(カ ッコ内の数字 は65才 以上 の高齢

単身世帯(左),高 齢 夫婦世 帯(右))。 埼 玉県 と千葉 県 は夫 の年齢 が75歳 以上 の場合 で も

変わ らず全国 トップの水準を示 して いる。上位5位 の うち3つ を首都圏の地域が 占めて い

ることは,1960年 代 か ら70年 代 にか けて進んだ首都圏郊外の沿線開発の ときに,戸 建住宅

や分譲 マ ンシ ョンな どを購入 して きた世帯が ち ょうど前期高齢者の年齢 に達 して きた結果

で あろ う。3大 都市 圏が上 位を 占め る中,地 方 では沖縄 だ けが どち ら も平 均を超 えて い
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る。沖縄 は一般世帯の増加率 も高 く,長 寿の県 と して全国で も有名で あることか ら,リ タ

イア後 に沖縄 に移住す る人達が増えて いることを反映 したもので あろう。

②60歳 以上の高齢者どうしの婚姻件数の増加

これか らの高齢化問題は,第 二の成長,発 達といったプラス志向で捉えるべきという見

解を表1で 提示 したが,興 味深いことに,こ こ約10年 間で高齢者どうしの婚姻件数が増加

しているというデータがある。図4は,入 籍時の年齢が夫 ・妻ともに60歳以上のカップル

の婚姻件数を時系列に示 したものである。

翻
蝸
骨
監

蟷
掴
件
曇

ずずず試デ〆試〆ヂ避ノず
(資料)厚 生労働省 「人口動態調査』各年版より筆者作成

図4入 籍時の年齢が夫 ・妻ともに60歳 以上のカップルの婚姻件数

高齢者どうしの婚姻件数は全体に占める割合か らすれば,そ れほど大きくはないがここ

10年 の間に婚姻件数 は着実に増加 している。1997年 当時は約1,700件 だったものが,2008

年にはその倍の約3,400件 になっている。2倍 に増加 した婚姻件数について,高 齢者同士

の結婚の大半は再婚同士であるのだが,高 齢者どうしの婚姻件数に占める初婚件数を調べ

てみると,興 味深い事実がわかって くる。

初婚の組み合わせは,① 夫 ・妻ともに初婚,② 夫が初婚で妻が再婚,③ 妻が初婚で夫が

再婚の3つ である。これ ら3つ のパターンのうち,当 然のことながら最も少ないのが初婚

どうしで全体の婚姻件数の約1割 か ら2割 程度にすぎないが,最 初の5年 間は30件 台で
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あったの に対 して,こ こ最近5年 間で は40件 か ら50件 程 度 にまで件数が増加 して いる。続

いて,最 も興味深 い動 きを示 したのが,夫 が初婚 で妻 が再婚 のパ ター ンで ある。 このパ

ター ンは2002年 以 降,急 速 に増加 を し始 め,直 近の数字で は3ケ タにな ってお り,1997年

を1と す れば2.8倍 に,1998年 か ら2008年 ま で の10年 間 の平 均変化率 を求 め る と12.6%と

な って お り,高 齢者 どうしの婚姻件 数全体 の10年 間の平 均変化率6.7%,同 様 に再婚 どう し

で の7.2%を 大 き く上回 ってい る。 これ は先 に示 した60歳 ～74歳 男 性 の高齢 単身世帯 の増

加 と比例 して伸 びて いることにな る。 これ は頼れ る人が近 くにいて欲 しいという思 いか ら

高齢者 にな ってか らパ ー トナーを見つ けるので あろう。最後の妻が初婚のパ ター ンにつ い

て は他の2つ のパ ター ンに比べ ると,集 計期間 中あま り特徴的な動 きは見せて いな い。

③ 持ち家の一戸建か ら賃貸の共同住宅への住み替え

ここでは最近の高齢者世帯における居住形態の変化についてデータを用いてその特徴を

明 らかにする。現在の高齢者世帯は持ち家の比率が高いことがわかってお り,そ の高齢者

世帯が居住形態を変える背景としては次のような点が考え られる。

まず,か つて1960年 代か ら70年代に宅地開発されたニュータウンなどが,か れこれ40年

か ら50年経過 し,住 居そのものが老朽化 してきている。

次に,老 朽化 し,リ フォーム ・改築すべき個所が出てきているけれども,す でに子ども

は自立 し,老 夫婦二人だけで住むにあたっては現在の住宅のままでの改築はあまり望まし

いものではない。

この他にも現在の住宅地が坂が多い地域であったり,最 寄 りの駅から遠 く買い物や日常

的な外出に不便であったりなどの立地条件なども考え られる。

これ らの高齢者の生活環境の変化に対 して,当 時,20代 もしくは30代でマイホームを購

入 してきた世代が,60歳 を過ぎてこれまでの住んできた持ち家を中心とした居住形態を変

化させている。以下,2種 類のデータを用意 し,高 齢者世帯の住み替えの実態を検討 しよ

う。

まず,表2は 定年前後世代における居住形態の変化について,持 ち家の一戸建からの住

み替えと持ち家の共同住宅か らの住み替えの2つ のパターンについて調べたものである。

続 く表3は65歳 以上の高齢者世帯の居住形態の変化を,年 間収入別にみたものである。
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表2定 年前後世代における居住形態の変化(世 帯数)

(1)持ち家の一戸建 ・長屋建からの住み替え

従前の居住形態が一戸建 ・長屋建(持 ち家)

H20.1～9月 入 居H19入 居H18入 居H17入 居H16入 居
現在の居住形態

(持ち家)

20,50022,20028,20030,70044,900一戸建 ・長屋建

7,1009,4008,70010,40010,900共同住宅 ・その他

(借家)

5,2004,0004,3004,3005,100一戸建 ・長屋建

12,10012,10010,5009,2009,200共同住宅 ・その他

65歳 以上

(持ち家)

19,50024,80030,30030,80038,300一戸建 ・長屋建

4,5006,1005,3006,2006,500共同住宅 ・その他

(借家)

5,3004,4004,4004,4004,700一戸建 ・長屋建

14,30011,50011,1009,0008,400共同住宅 ・その他

55歳 ～64歳

(2)持ち家の共同住宅からの住み替え

従前の居住形態が共同住宅(持 ち家)

H20.1～9月 入 居H19入 居H18入 居H17入 居H16入 居
現在の居住形態

(持ち家)

1,4001,8002,3002,3003,800一戸建 ・長屋建

2,8004,1003,8004,6006,200共同住宅 ・その他

(借家)

400300400400700一戸建 ・長屋建

2,0002,5002,2001,8002,200共同住宅 ・その他

65歳 以上

(持ち家)

2,9003,6005,2005,1006,400一戸建 ・長屋建

3,6003,3005,0005,9006,100共同住宅 ・その他

(借家)

600600600500500一戸建 ・長屋建

4,3003,5003,6002,6002,800共同住宅 ・その他

55歳 ～64歳

(資料)総 務省 『平成20年 住宅 ・土地統計調査』より筆者作成
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表365歳 以上の高齢者世帯における収入別の居住形態の変化(世 帯数)

(1)持ち家の一戸建 ・長屋建から持ち家 ・共同住宅への住み替え

従前の居住形態が一戸建 ・長屋建(持 ち家)

H20.1～9月 入 居H19入 居H18入 居H17入 居H16入 居
現在の居住形態

7,1009,4008,70010,40010,900持ち家 ・共同住宅 ・その他

1,6001,7001,7002,1001,800200万 円 未 満

1,8002,3002,0002,6002,800300200

1,2001,7002,1002,1002,100400300

7001,3007001,4001,200500400

8001,0009001,0001,300700500

5008006005001,0001000700

30050030050030015001000

0200300200100～20001500

10001001002002000万 円 以 上

(2)持ち家の一戸建 ・長屋建から民営借家 ・共同住宅への住み替え

従前の居住形態が一・戸建 ・長屋建(持 ち家)

H20.1～9月 入 居H19入 居H18入 居H17入 居H16入 居
現在の居住形態

12,10012,10010,5009,2009,200民営借家 ・共同住宅 ・その他

4,9005,9005,0004,6004,100200万 円 未 満

3,2002,7002,4002,1002,400300200

1,8001,9001,6001,0001,400400300

700700500300600500400

600500500600300700500

5002003002002001000700

200100100100015001000

100000～20001500

10001001001002000万 円 以 上

(資料)総 務省 『平成20年 住宅 ・土地統計調査』より筆者作成

表2よ り,高 齢者世帯の居住形態の変化に対 して次の2点 を指摘することができる。第

一に,こ こ5年 間では高齢者が従前の持ち家の一戸建や共同住宅の居住形態を売却 して,

借家に居住する世帯が増加 している。そして第2に,特 に,平 成18年 以降において65歳 以

上,55歳 以上の世帯ともに,持 ち家の一戸建か ら同じく持ち家の共同住宅への住み替える

世帯が上昇傾向にある。この2つ のポイン トについて,表3を 用いて,そ の背景について

言及する。いずれも高齢者世帯における所得状況が影響 していると考えられ,表3か らわ
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かるように,前 者 については,世 帯の収入が500万 円未満になると借家への住み替えが多 く

なっている。これに対 して,後 者については世帯の収入が700万 円～1,500万 円の世帯で持

ち家の共同住宅への住み替えが多 くなっている。

このように収入階級によって,高 齢者世帯の間で二極化が進み,そ れが高齢者の居住形

態の違いをもたらしている。持ち家か ら借家への住み替えについては,低 額所得者に対す

る安定かつ的確な住宅供給を目的として,高 齢者向け賃貸マンションをはじめとした高齢

者向け賃貸住宅が民間事業者によって供給されるとともに,高 齢者の居住の安定確保に関

する法律(高 齢者住まい法)に 基づ く高齢者向け賃貸住宅に対する補助制度なども整って

きている(6>。

持ち家か ら持ち家の共同住宅への住み替えは,先 と同様に,収 入に比較的余裕がある世

帯が,立 地条件の良いところに分譲マンションを購入 して,移 住を行っていると考えられ

る。

④ 余暇活動の制約になっている女性の介護活動

ここでは後の章で扱う高齢者世帯のサービス消費構造に先立ち,高 齢者世帯の時間消費

の実態を,特 に3大 都市圏の高齢者世帯について明 らかにする。図5か ら図7で は,3大

都市圏の高齢者の3次 活動時間を平日,土 曜日,日 曜日に分けて明らかにしたものである。

3次 活動時間とは,睡 眠 ・食事など生理的に必要な活動か らなる1次 活動と仕事 ・家事な

ど社会生活を営むうえで義務的な性格の強い活動か らなる2次 活動には含まれない各人が

自由に使える時間のことで,特 にテレビ・雑誌,休 養 ・くつろぎ,学 習 ・研究,趣 味 ・娯

楽,ス ポーツ,ボ ランティア活動などがこれに当たる。

(6)高 齢者向け優良賃貸住宅(高 優賃)は,60歳 以上の高齢単身 ・夫婦世帯を入居対象に良質な賃

貸住宅を民間活力を用いて供給促進するたあの制度であり,高 齢者が安全に安心して居住できる

ように,バ リアフリー化され,緊 急時対応サービスの利用が可能な賃貸住宅である。この他にも,

高齢者の入居を拒否しない賃貸住宅である高齢者円滑入居賃貸住宅(高 円賃)や 高齢者が専ら入

居する賃貸住宅である高齢者専用賃貸住宅(高 専賃)な どがある。
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①平 日

■京阪神大都市圏

■中京大都市圏

■関東大都市圏

∋

介護をしている65歳以上の女性

介護をしている65歳以上の男性

65歳以上の女性おひとりさま

65歳以上の男性おひとりさま

高齢者夫婦世帯

②土曜日

■京阪神大都市圏

■中京大都市圏

■関東大都市圏
9

介護をしている65歳以上の女性

介護をしている65歳以上の男性

65歳以上の女性おひとりさま

65歳以上の男性おひとりさま

高齢者夫婦世帯

■京阪神大都市圏

■中京大都市圏

■関東大都市圏

11

③ 日曜日

介護をしている65歳以上の女性

介護をしている65歳以上の男性

65歳以上の女性おひとりさま

65歳以上の男性おひとりさま

高齢者夫婦世帯

(資料)総 務庁統計局 「平成18年 社会生活基本調査」より作成

図53大 都市圏の高齢者の3次 活動時間(平 日)
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図5の 結果 によると,や は り介護時間が余暇活動の制約条件 にな って いる。 しか も女性

が介護 に携わ って いる場合が,平 日,土 曜 日,日 曜 日全てで3次 活動時間が他 と比べて少

な い。 これ に対 して,男 性が介護 に携わ って いる場合 は,地 域 によって差が見 られ る。京

阪神大 都市 圏では 日曜 日よ りも平 日の3次 活動時 間が高 くな って いる。 中京大都市 圏で

は,他 の2つ の大都市圏 と比較 して,平 日の活動が少な く,女 性が介護 に携わ って いる場

合の水準 と近 い。

単身世帯や高齢夫婦世帯で は全ての大都市圏で,土 曜 日,日 曜 日に限 らず,平 日で も活

動時間が多 くな って いるが,3次 活動時間の半分近 くを 占めるのが テ レビ,ラ ジオを視聴

す る時間で ある。 そこで,内 閣府 による 「世帯類型 に応 じた高齢者の生活実態等 に関す る

意識調査」 をもとに,こ れ らの世帯の現在の楽 しみ に関す る調査結果を示す と次の ように

なる。

高齢単身世帯 では,男 性 の場合 は ①テ レビ ・ラジオ を見 る ・聞 くが49.2%,② 趣 味 と

スポーツが31.2%,③ お 酒を飲む ことが22.2%,④ 旅 行が20.6%,⑤ 友 人や知人 と食事 と食

事 な どをす るが15.9%と な ってい る。女性 の場合 は ① テ レ ビ ・ラ ジオ を見 る ・聞 くが

53.7%,② 友 人 ・知人 と食事 な どをするが41.3%,③ 趣 味 ・スポー ツが38.1%,④ 旅 行 に行

くこ とが28.2%,そ して ⑤お い しい ものを食べ る,散 歩 をす るがそれ ぞれ21.4%と な っ

て いる。

高齢夫婦世帯で は年齢別 にみ ると,65歳 か ら74歳 までの世帯で は,① テ レビ ・ラジオ見

る ・聞 くが44.3%,② 趣 味 ・スポーツが43.8%,③ 旅 行が37.0%と な ってお り,75歳 以 上の

世帯 では,① テ レビ ・ラ ジオ見 る ・聞 くが53.8%,② 趣 味 ・スポー ツが36.6%,③ 孫 や家

族 と会 うことが32.9%と な って お り,年 齢が上が ると旅行 の割合が少 し減 って いる。

続 いて,収 入階級別 による曜 日別の3次 活動時間を示 したものが図6で ある。

図6に よると,収 入が低 くな るほど平 日の活動時間が高 くな って いるが,こ れ は一般世

帯 に比べて年収が低 くな る高齢者世帯の結果を反映 したもので あると思われ る。 また,曜

日毎 の時間差 もあま りないのが特徴 である。 その一方で,収 入 が700万 以 上 の世帯 で は土

曜 日,日 曜 日に3次 活動が集 中 して お り,多 くの一般世帯で は余暇 は週末の もの という生

活パ ター ンを表 して いる。

一209(209)一



第57巻 第1号

①関東大都市圏

300-499万 円 未 満500～699万 円700～999万 円1000万 円 以 上300万円未満

② 中京大都 市圏

700
'ノ 、 、

0

300万 円未 満300-499万 円未 満500～699万 円700～999万 円1000万 円以上

③ 京 阪 神 大 都 市 圏

7nn

0

300万 円未満300-499万 円未 満500～699万 円700～999万 円1000万 円以上

(資 料)総 務 庁 統 計 局 「平 成18年 社 会 生 活 基 本 調 査 』 よ り作 成

図6収 入 階 級 別 お よ び 曜 日別 の3次 活 動 時 間
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(3)高 齢 者が"つ なが る"環 境づ く り一 アクティブ ・シニア概念の拡張一

うま く年 をとること,も しくは幸せな老 いを実現す ることを 「サ クセ スフル ・エ イジン

グ」 と呼んで いる。サ クセ スフル ・エ イジングはアメ リカで広 まった概念で 自立 と生産性

を重視 した考え方で ある(7)。サ クセ スフル ・エイジ ングの実現 には,「 ア クテ ィブ ・エ イジ

ング」 を実現す ることが求 め られ る。 ここで使われて いる 「アクティブ」 という言葉 につ

いて,WHO(世 界 保健機関)で は次のよ うに説明 してい る(8)。

ア クティブとは,① 単 に身体的 に活動的 ということや働 き続 けることで はな い,② 社会

的,経 済的,精 神的,文 化的,政 治的な事柄 に継続的 に参加 ・関与す ることを通 じて,家

族,友 人,地 域,社 会 に貢献 して い くこと,そ して ③生活の質を高 めるという点 におい

て は,介 護が全 く必要な い人だ けでな く,体 が弱 い人 も,介 護が必要な人 も全ての人 々に

当て はまることで ある。

すなわ ち,こ れか らの高齢化問題 に対処 して い くうえで,高 齢者が 「社会 とつなが るこ

と」,「積極的 な関与」が キーワー ドとな るで あろう。高齢者がつなが る対象 には,友 人や

伴侶の存在,ボ ランティア活動や収入 を得 られ る仕事な どを通 じた地域社会 との関わ りな

ど多岐 にわ たる。 しか もこれ らの要素 は,高 齢者の生活への満足感,い きが いを感 じられ

るか どうかの基準 にもな って いるので ある(9)。したが って,最 近よ く聞 くよ うにな った 「ア

クティブ ・シニ ア」 という言葉 は,時 間 とお金 に余裕の ある定年 して まだ間 もな い元気な

高齢者 というような意味で解釈 されて いるが,こ の ときの アクティブは単 に活動的 という

意味合 いが強 いように感 じられ る。実際,ス ポーツや習 い事,旅 行な どの余暇を過 ご し,

一 週間 を活動的 に過 ご して いると思われ るが
,先 の アクティブの定義 に従え ば,ア クティ

ブ ・シニ アは何 も退職 して間 もな い前期高齢者だ けの もので はな く,ア クティブ ・エ イジ

ングを前提 と した社会 において は高齢者すべてが アクティブ ・シニ アでな けれ ばな らな い

ので ある。一般的 には,加 齢が進む につれて外 出 しな くな る傾向が あるものの,外 出 しよ

うという心構え は持 ち続 けて いるようで ある。外 出 した くて もで きな い高齢者が これか ら

社会 と地域 とつなが りを持つ ためのサー ビスを開発す ることも,す で にアクティブ ・シニ

アで ある集団 とは区別 した,こ れか らの アクティブ ・シニ アの課題で ある。 よって,ア ク

(7)JohnCampbell・RuthCampbell・ 秋 山 弘 子 編(2006)p2～p11.

(8)WHO(2002)p12～p18.

(9)内 閣 府 が 発 表 す る 『平 成21年 度 高 齢 者 の 日常 生 活 に関 す る意 識 調 査 」 に よ る と,ど の 程 度 生 き

が い(喜 び や 楽 しみ)を 感 じて い るか と い う質 問 項 目 に対 して,金 額 は 多 い に越 した こ とは な い

が,い くらか で も月 収 が あ る場 合,3分 の2以 上 の 高 齢 者 が 生 きが いを 感 じて い る と答 え て い る。

この ほか に も,社 会 活 動 に参 加 して い る人,近 所 付 き合 いを 親 し く付 き合 って い る人 の ほ うが,

生 きが い を 感 じて い る結 果 が 出 て い る。
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ティブ ・シニ アとは地域や社会 とのつなが りを持 ち続 ける高齢者 と定義す ることがで きる

とともに,そ の 中で も健康状態 に何の不安 もな く,時 間 とお金 に余裕の ある集団 は自らの

アクティブ ・エ イジングを積極的 に実践す ることがで きる条件が整 った と りわ け"つ なが

り ・関与"を 持 ち続 ける存在で あると言え るだ ろう。

社会的なつなが り,関 与 というキー ワー ドか ら振 り返 ると,こ れ まで に見た高齢者 どう

しの婚姻の増加や居住形態の変化(い わ ば移住問題)は,家 族 に代表 され る人間関係の構

築で あった り,安 心 して暮 らせ る場所を求 めた りといったことの表れで あるとともに,高

齢者が アクティブ ・エ イジングを実現で きるロケ ーシ ョン,き っか けづ くりこそが これか

らはさ らに必要 とな って い くので あろう。

3.高 齢者世帯のサー ビス消費行動

ここでは高齢者世帯を次の8つ に類型化 して,そ れぞれの世帯属性を対象としたサービ

ス消費の実態をカテゴリー別に分析する。

まず,分 析の対象となる高齢者世帯属性は次のとおりである。

第1属 性……夫婦ともに65-69歳 の高齢夫婦世帯

第H属 性……夫婦70歳 以上の高齢夫婦世帯

第皿属性……夫が65-69歳 の高齢者夫婦 と子供夫婦 と未婚の孫の世帯

第1V属 性……夫が70歳 以上の高齢者夫婦と子供夫婦と未婚の孫の世帯

第V属 性……60-69歳 の男性単身世帯

第VI属 性・・…・70歳以上の男性単身世帯

第W属 性……60-69歳 の女性単身世帯

第V皿属性……70歳 以上の女性単身世帯

上記のうち,第1・II属 性は核家族世帯,第 皿 ・IV属性は三世代世帯,そ して第Vか ら

V皿属性は単身世帯に該当する。

次に,サ ービス消費費目に関するカテゴリーをつぎのように設定する。

① 観光 ・娯楽 レジャー関連サー ビス費目……宿泊料,国 内パ ック旅行費,外 国パ ック

旅行費,ス ポーツ施設使用料,映 画演劇文化施設入場料,遊 園地入場乗 り物代

② 教養趣味関連財およびサー ビス費目……パソコン,ス ポーツ用具,ス ポーツ用被服・

履物,切 り花,語 学月謝,音 楽月謝,ス ポーツ月謝

③ 輸送 ・通信関連財およびサー ビス費目……鉄道運賃,バ ス代,タ クシー代,有 料道
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路 料,自 動車購入,自 転車購入,移 動電話通信料

(1)モ ノの消費からサー ビスの消費へ

経済全体として,モ ノか らサービスへ消費構造がシフ トしている点を図7で 明らかにす

る。図7で は,家 計最終消費支出額(実 質暦年・2000年連鎖価格),有 体商品の販売額(小

売業での年間商品販売額),そ して実質サービス消費(実 質暦年 ・2000年連鎖価格)の3

種類のデータについて平成9年 と平成19年 の10年 間の変化を示 している。

実質サービス消費

有体商品の販売額

家計最終諸費支出

σuu7『IUUIou∠uu∠ou

(資料)「 国民経済計算年報」および 「商業統計」より筆者作成

図7モ ノからサービスの消費へ

図7に よる と,家 計 の最 終消費支 出額 は,平 成9年 の272兆8,852億 円 か ら平 成19年 には

302兆8,608億 円へ と約30兆 円の支 出増 とな って いる。 この うち,サ ー ビスへの支 出額 は,

同 じく146兆2,922億 円 か ら168兆203億 円へ と約21.7兆 円 増加 し,家 計最 終支 出に占め る構

成比 も55.4%を 占 めて いる。

これ に対 して,商 業統計 によ る有体商品の販売額 は平成9年 の147兆7,431億 円 か ら平成

19年 には134兆7,054億 円 と約13兆 円 の減少 とな ってい る。販売 額 を業態別 で調 べて み る

と,百 貨店,総 合 スーパ ー合 わせ て約5.4兆 円の減少 に対 して コンビニエ ンスス トアは約2

兆 円増加 して いる。

次 に,家 計の可処分所得額 と実質サー ビス消費の推移を図8で 検討 しよう。可処分所得

とは,国 民が 自 らの労働か ら得 る雇用者報酬,公 的年金や企業年金な どか ら支給 され る社

会保障給付,そ して利子 ・配 当の合計額か らな る収入部分か ら,税 金お よび社会保険料を

引 いた部分 の ことで あ る。 つ ま り,国 民 が 自由に使 い道 を決定 でき る所得額 の こ とで あ

る。1980年 以 降,我 が国の可処分所 得額 は増加傾 向にあ ったが,1998年 の309.2兆 円を ピー
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クに して,最 近10年 間 は減少傾 向が続 いてお り,2007年 に は294兆 円 にまで減少 し,1993年

当時の水準 とな って いる。対前年増加率でみ ると,な おその低迷ぶ りが明 らか にな って く

る。1998年 か ら5年 間 はマイナス成長 とな って お り,2004年 以 降の景気回復期 にな ってや

や持 ち直 して きたように見 られ るが,最 近 にな って また低迷 し始 めて いる。可処分所得の

増加及 び減少の要因 は,所 得額の大半を 占める雇用者報酬の増減 によるもので ある。

一峠ア0

〆〆♂評〆〆♂試評♂〆試♂

(資料)内 閣府 「国民経済計算年報』より筆者作成

図8低 迷する可処分所得と底堅いサービス消費

一方で,サ ービスの消費支出額について,名 目成長率と実質成長率に分けて調べてみる

と,1980年 以降,増 加傾向を続けていることが分かる。また,名 目成長率と実質成長率を

調べてみると,2000年 以降になって,実 質成長率が名目成長率を上回る結果とな り,サ ー

ビスの分野においても,物 価下落(デ フレーション)の 傾向を確認することができる。

これ ら国民の消費行動を左右する可処分所得と実質サー ビス消費の成長率を表 したもの

が図8で ある。図8を 見ると,1998年 をさかいに,可 処分所得はマイナス成長へと転落 し

ていくのに対 して,サ ー ビス消費は何とかプラス成長を維持 している。家計の立場からす

れば,自 由に使える所得額が減るにもかかわ らず,サ ービス品目への消費額は増加すると

いうことを意味 している。

そして,可 処分所得額の減少が確認されたなかで,高 齢者世帯の可処分所得の推移を平

成16年 か ら5年 間示 したものが図9で ある。
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①世帯類型別の平均可処分所得(H16～H20)

三世代世帯

夫婦と未婚の子

女性単独

男性単独

夫婦とも65歳以上

夫60-64,

妻65以 上

夫65以 上,妻60-64

②世帯人員1人 当たりの平均可処分所得(H16～H20)

三世代世帯

夫婦と未婚の子

女性単独

男性単独

夫婦とも65歳以上

夫60-64,

妻65以 上

夫65以 上,妻60-64

(資料)厚 生労働省 「平成20年 版国民生活基礎調査』より筆者作成

図9高 齢者世帯の可処分所得額の推移(平 成16年 ～平成20年)

図9か ら,世 帯類型別にみた数字では世帯の間で可処分所得額に差ができているが,こ

れは世帯人員数の差か ら生 じているものである。そこで,世 帯人員一人当た り可処分所得

額を調べてみると,平 成20年 の高齢者世帯間の平均可処分所得額は163.4万 円となり,世 帯

間でのばらつきもな くなって くる。
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//♂/////
(資料)平 成11年 版および平成16年 版 『全国消費実態調査』より作成

図10高 齢者世帯の年間収入と消費支出の増加率(平 成11年 か ら16年 の5力 年)

また,平 成11年 版と平成16年 版の 「全国消費実態調査』の高齢者世帯属性別のデータか

ら,そ れぞれの世帯属性における1世 帯当たりの年間収入と消費支出の増加率を求めたも

のが図10で ある。図10に よると,年 間収入と消費支出ともに増加 している世帯とその逆で

どちらも減少 している世帯,あ るいはどちらか一方だけが増加 し,も う一方は減少すると

いう3つ のパターンに区別される。年間収入と消費支出の両方が増加 している世帯は,夫

婦ともに70歳以上の高齢夫婦世帯,70歳 以上の男女単身世帯である。70歳 以上の世帯では

とくに収入の大半は年金収入に頼っており,安 定 した収入源となっていることが,消 費支

出の増加につながっているのであろう。一方で,同 じ70歳以上でも高齢者夫婦と子供夫婦

と孫の三世代世帯では年間収入と消費支出の両方が減少 している。

以下の項では,本 来,年 間収入や消費支出額の増加に比例するサービス消費に対 して,

世帯属性によって,サ ー ビス消費の中でも,余 暇活動に関連する費目の支出額の変化を調

べ,ど の世帯でどんな費目への支出が増えているのか,あ るいは減少 しているのかを明ら

かにしたいQ

(2)観 光 ・娯楽レジャー関連サー ビス消費の構造

ここで対象とする観光 ・娯楽 レジャー活動とは,他 律的な余暇活動のことで,相 手側が

遊び方をセットして くれるタイプの余暇活動で,利 用者は相手側に対価を支払うことにな
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る⑩。 この レジャー活動 に該当す る費 目の高齢者世帯 間の消費支 出額 の変化 を表 した もの

が,図11で あ る。

ロロ甲i庫口{F停寓置重口咽禅1止=『 〕

._」L

閣1」四瞳 冨』■彊=耳 皿■忙 耳「冒圏卜「 緊冒」画性 ■軌昌性 軍㎎具恒 怖■昌畳

■」冒 櫓1,F晶F隔

・ ・噛■●嗣 ロ帽 電

」■■■■■吊F¶ 曲一■■由'iγ 曲墜「憎

一一一 嘘■幽幽尭1ヒ則 慶…'''"ヌ"一,■ 哺旨舶隔

僻 唱【伸 巾冊冒」出 馴〔単憧=剛

囎 ■」曙権 嗣 置覇 け 罫 皿嘱哩F罫 嘱脾 緊 ザ隔性 緊¶魯 性 緊… 旧糟 口隆

■■1■■ 亡h齢 ■■騨■ 国由・く,,置H冒 ■璽一 辱田・曜yう 嘔「罹

■"・一'刷 ■■胴瓦此■謳「ハ唱軒rrrrr=ギ ー',晶 ■舳¶腎 圏■幽胴 隆腎●「毫

(注)グ ラフ数値は平成11年,平 成16年 ともに2005年 表示価格による実質値

(資料)総 務省 「全国消費実態調査』各年版により作成

図11観 光 ・娯楽レジャー関連サービス費目の支出額の変化

⑩ 瀬 沼(2008)p67-p81参 照 。
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平成11年 と平成16年 のデータ結果か ら,そ れぞれの世帯属性における観光 ・娯楽 レ

ジャー活動の特徴を読み取っていきたい。

まず,年 齢を問わず高齢夫婦世帯(第1・II属 性),男 女ともに70歳以上の単身世帯(第

VI・皿属性),そ して60代 の女性単身世帯(第V皿 属性)で は,観 光 ・娯楽 レジャー活動の

多 くは国内パ ック旅行費,す なわち国内旅行の比率が高いことがわかる。 これ らの世帯

は,他 の世帯属性よりも時間に余裕があること,そ して子供夫婦や孫とも離れて暮らして

いるため,行 動制約がな く機動性が高いと考え られる。また,国 内旅行と言っても日帰 り

旅行と宿泊を伴う国内観光の2種 類があり,こ れ らの世帯では日帰 りも宿泊を伴う国内観

光の両方の旅行形態で活動を している。さらに,単 身世帯の場合,60代 は国内旅行中心で

あったものが,70代 以上になると外国パ ック旅行費への支出も増えていることが確認され

る。

これに対 して,60代 の男性単身世帯は国内パ ック旅行費への支出額は低 くなっている

が,こ れはおそらくこの世代の大半がいまだ有業者であって時間に余裕がないこと,ま た

は他の世帯属性よりも,ス ポーツ施設使用料への支出割合が高いため,旅 行よりもスポー

ツ活動へのニーズが高いことが挙げられるであろう。

(3)教 養趣味活動関連財およびサー ビス消費の構造

ここで対象とする教養趣味活動とは,積 極的な余暇活動で,参 加者本人の主体的な働き

かけが必要である(ll)。この活動と関連があると思われる費目の高齢者世帯間の消費支出額

の変化を表 したものが,図12で ある。

教養趣味活動は,自 らの趣味をもっと深めたり,自 由時間を生涯学習講座などに参加 し

て教養を高めたり自己投資を前提とした余暇活動と定義することができる。さらに,自 分

の特技を活用 して誰かに教える,成 果を販売するなどして誰かに評価 してもらうなど,第

三者との交流の機会を持つことが可能である。先の観光 ・娯楽 レジャー関連サービスのよ

うに,す でにセットされた場所で時間を消費するのとは若干異な り,本 格的にやるための

道具などの物品が必要となって くる。こうした視点で,図12を 見ると,三 世代世帯と高齢

夫婦世帯および単身世帯とで対象的な結果となっている。60代 の夫をもつ三世代世帯にお

いては,ス ポーツ用の被服・履物への支出が他の世帯属性よりも多いことが目立つ。近年,

元気で行動的な高齢者を対象としたウォーキング ・イベン トが各地で開催されており,そ

(ID前 掲 書.p67-p81.
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(資料)総 務省 「全国消費実態調査』各年版により作成

図12教 養趣味活動関連財およびサービス費目の支出額の変化

の参 加者 の ほとん どはウ ォー キ ング に適 した シ ュー ズ,ミ ニパ ック,上 下 ウ ェア な ど

ウォーキ ングにふ さわ しいスタイルを整えて いる人が多 い。場合 によって は,夫 婦でおそ

ろいの シューズを履 いて いるケー スも見受 けられ る。単な る散歩 よ りも本格的 にウォーキ

ング取 り組む世帯で あるように思われ る。

この ような アウ トドアの レジャー とは対照的 に,イ ン ドアの レジャー と しての園芸 も高

齢者の間で よ く見 られ る活動の一つで ある。 これを裏付 けるデー タと して,切 り花への消

費支 出が高齢夫婦世帯,お よび女性の単身世帯で高 くな って いる。先の ウォーキ ングに し
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て も,園 芸 に して も,高 齢者が好む レジャー活動の特徴 と して,自 然志向の レジャー とい

う点 を指摘す ることがで きるだ ろう。

(4)輸 送 ・通信関連サー ビス消費の構造

ここで対象 とするのは高齢者の外出手段 としての自家用車 と公共交通,そ して コミュ

ケーションツールとしての携帯電話への支出額である。以下の図13は 輸送 ・通信関連財お

よびサービスに関する費目の高齢者世帯間の消費支出額に占める構成比の変化を表 したも

のである。
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(資料)総 務省 『全国消費実態調査」各年版により作成

図13輸 送 ・通信関連財およびサービス費目の支出額の変化
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高齢者世帯の外出手段については,図13よ り三世代世帯においては圧倒的に自家用車に

なっていることがわかる。平成16年 のこの世帯の自動車保有率は約97%と ほぼ全ての世帯

で自家用車を保有 している。三世代世帯は自動車購入の支出額の大きさだけでな く,有 料

道路料の支出額 も,他 の世帯属性よりも多い11,244円(平 成16年 ・第IV属 性)と なってお

り,自 家用車での外出を裏付ける結果となっている。これに対 して,そ れ以外の高齢夫婦

世帯や高齢単身世帯では自家用車 の保有率は,高 齢夫婦世帯では60代 どうしの場合 は

79%,70代 どうしになると52%,60代 の男性単身世帯では46%,70代 の男性単身世帯では

40%,そ して60代 の女性単身世帯では28%,70代 の女性単身世帯では10%と なってお り,

加齢,そ して女性ほど保有率は低 くなる。では,保 有率が低い世帯の自家用車に代わる外

出手段は,基 本的には鉄道ではあるが,鉄 道運賃の場合も加齢とともに支出割合は低 くな

る。これは加齢になるにつれて,外 出しな くなるケースが多 くなることが理由として考え

られる。また,世 帯属性ごとに鉄道以外での外出手段の特徴としては,女 性単身世帯では

タクシーやバスへの支出が他の世帯よりも若干高 くなっている。

通信関連サービスでは,高 齢者世帯の携帯電話保有率は高 くなってきていることを反映

して,平 成11年 か ら平成16年 にかけて,移 動電話通信料の支出額はすべての世帯属性にお

いて増加となっている。そのなかでも三世代世帯での移動電話通信料の支出額が他の世帯

属性を圧倒 している。

4.お わ り に

最後に,本 稿が持つ付加価値的要素と残された今後の課題について言及する。

まず,本 稿の付加価値的要素の第一点目は,今 後の高齢者像について,筆 者が専門とす

るサービス ・マーケティングの視点か ら,高 齢者が社会,家 族,地 域,文 化とつながる,

関与する環境をつ くることが重要であるという主張をあげることができる。外出意欲を高

く持つ高齢者が外出機会を増や し,ア クティブ ・エイジングの実現へと向かうためにも,

そこに事業者および公的機関などのサービス改善,新 しいサービスの提供の余地が十分に

存在すると考え られる。

第二点目は,高 齢者世帯の属性間でのサービス消費の支出差異に言及 した点である。そ

の中で もとくに高齢夫婦世帯と高齢単身世帯では,三 世代世帯よりも時間に余裕があり,

余暇活動に明確な優先順位が確認できる。 さらに,70代 以上の世帯は高齢者世帯の間で

も,消 費支出の増加が確認され,年 金収入をべ一スとした安定 した収入源があるというこ
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とがサ ー ビス費 目の増加 にもつなが って いることがわか る。

残された課題については,統 計データの入手に限界があったことである。以前と比べれ

ば,デ ータベ ースも整備 され,入 手 も容易 とな ったが,高 齢者の ライフスタイルの よ り詳

細な分析に取 り組もうとした際には,常 に統計データでの限界があった。当該分野の研究

では,入 手可能な政府統計だけでな く,独 自のアンケー ト調査を実施 して,高 齢者のライ

フスタイルの本質的部分への深化が求められるであろう。
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